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樋 口 譲 次 

 

〇「ゼロコロナ政策」からの政策転換ができない中国 

 

中国の大都市上海市では３月２８日からロックダウン（都市封鎖）が始まり、５月末で

約２ケ月がたつ。上海市の副市長は５月１６日の記者会見で、住民への外出制限を段階的

に緩和し、６月１日から６月中下旬にかけて、「正常な生産と生活を全面的に回復する」

と述べた。 

 この間、あまりにも厳しい封鎖措置に、上海市民からは悲鳴と怒りの声が上がり、国際

社会からはサプライチェーンの混乱・悪化などの世界経済や私権制限による人権に及ぼす

影響の甚大さが指摘され、「ゼロコロナ政策」は持続不能だとの見解が示された。 

 

しかし、それでもなお、中国は、ゼロコロナ政策からの政策転換ができない。 

なぜか―？ 

 

それは、国家を超越し、その上位から国家を指導する中国共産党の主義・体制に起因する

「無謬性」の位置付けと習近平国家主席が追求する個人崇拝の独裁体制にある。中国が、こ

のような政治システムを採り続ける限り、一度決めた戦略や基本政策には、状況の変化に対

応して柔軟かつ適切に変更することができない硬直性の問題が付きまとい、それを容易に

克服することができない宿痾的な構造欠陥として引き摺ることになる。 

 

〇中国共産党の無謬性と習国家主席の独裁体制 

 

 中国の憲法は、その前文で「中国共産党の指導の下」に国家を運営することを謳っている。

しかし、憲法の「総則」（第 1章）以下の憲法本文には、一党独裁の中国共産党に関する記

述は一切見当たらない。憲法第 3章の「国家機構」にも、最高の国家権力機関とされている

全国人民代表大会（日本の国会に相当）以下の国家機構（下記【参考】参照）が書かれてい

るものの、中国共産党に関しては一切記述されていない。 

 そのことは、中国共産党は国家機構を超越する絶対的・超然的・神的権威権力、すなわち

自党を「無謬性」の権威権力として位置付け、それを根拠に、少数エリートが人民・国家を

指導する特権的・独裁的支配が行われることを意味している。 

 その上、習主席は、少数エリートの集団指導体制から逸脱して、毛沢東と並ぶ個人崇拝の

戦略・基本政策の硬直性をもたらす中国共産党の無謬性 

ウクライナ戦争以降も中国の台湾軍事侵攻の計略は不変 
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独裁体制を確立しようとしており、自らが指導する中国共産党の政治では、何事にも間違が

ある筈がないとの思想で貫かれているのである。 

 

【参考】中華人民共和国（中国）憲法の構成 

前文 中国共産党の指導の下に… 

第 1章 総則 

第 2章 公民の基本的権利及び義務 

第 3章 国家機構 

第 1 節 全国人民代表大会、第 2 節 中華人民共和国主席、第 3 節 国務院、第 4 節 中央

軍事委員会、第 5 節 地方各級人民代表大会及び地方各級人民政府、第 6 節 民族自治地域

の自治機関、第 7節 人民法院及び人民検察院 

第 4章 国旗、国歌、国徽、首都 

＜出典＞恋する中国「中華人民共和国憲法」

http://www.togenkyo.net/modules/reference/28.HTML（as of May 8th, 2022） 

 

 習主席は昨年、コロナウイルスへの「勝利」を宣言し、中国のコロナ対策は西側諸国のそ

れより優れていると自画自讃するプロパガンダによって自らの政治的評価を不動のものに

しようとしている。 

そのため、習主席は少なくとも１１月の第 20回党大会が終了し、自身が無事に再任され

るまで、ゼロコロナ政策を変更したと受け取られてはならないのである。 

また、習主席は今年４月、コロナ禍において、中国の独裁体制が、衰退している西側諸国

の体制より優れていることを示すためにも、中国の経済成長が米国を超えなくてはならな

いと党幹部に指示したと報じられている。 

だが、習主席が正式に掲げている今年の経済成長目標である 5.5％の達成は、ゼロコロナ

政策による経済成長率や国内消費の低下、そして経済成長の原動力である民間部門の締め

付けなどを勘案すると、現状では難しいと考えられるが、いつもの数字のマジックで目標達

成が報告されるかもしれない。 

 

いずれにしても、いま中国は、上海で見られるように、絶対的・超然的・神的権威権力の

共産党が選択したゼロコロナ政策には間違いがなく、加えて、3期目の国家主席を目指す習

氏の野心が重なって、中国の中央・地方の政治的支配層の中で、ゼロコロナ政策の変更は絶

対に許されないという異常な風潮に支配されているのである。 

 

逆説的ながら、ゼロコロナ政策の正当性を主張すればするほどコロナ禍からの脱却が遠

のく一方のように見える。しかし、毛沢東時代の大躍進政策や文化大革命と同じように、実

際に大きな政治問題に発展するまで中国共産党が間違った政策を押し通す可能性があり、
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その結果、「習近平の中国」が自滅に向かう可能性が高まると見ることもできるのである。 

 

〇小手先の軌道修正を行う中国共産党 

 

 他方、中国共産党は、その戦略や基本政策の間違いを、小手先の軌道修正で取り繕おうと

もしている。 

 例えば、「ゼロコロナ」政策における「社会面ゼロコロナ」である。上海市は、隔離区域

外での感染拡大を４月２０日までに封じ込める目標を設定し、「社会面ゼロコロナ」へ方針

を緩和した。上海市内を「封控区」「管控区」「防控区」の３つの小区に分けて、隔離地域外

での感染者数がゼロになれば、徐々に小区の出入りを自由にする段階的な管理を行うもの

で、全面的なロックダウンから部分的ロックダウンへの方針の緩和である。 

しかし、実際には小区からの出入りは相変わらず禁止され、生活はほとんど変わらないと

指摘されており、「ゼロコロナ」政策を変更した訳ではないのである。 

また、民間 IT企業の締め付けも、緩和されるようである。 

 

習主席は、経済の重心を国営企業側に押し戻そうとしており、「共同富裕」を旗印に格差

是正に取り組む中で、近年、存在感を強める電子商取引最大手アリババ集団やインターネッ

トサービス大手の騰訊（テンセント）といった IT企業に対する当局の規制を強化していた。

しかし、国内経済や若者の雇用の悪化を受けて、それを支えるため緩和方向に路線転換する

考えを示している。 

しかし、習政権下においては、基本政策としての社会主義市場経済、すなわち共産党が指

導する疑似市場経済（国家資本主義あるいは開発独裁）への固執は、今後強まりこそすれ、

弱まるようには見られない。 

 

戦略の世界では、「戦術の失敗は戦略で補うことができるが、戦略の失敗は戦術で補うこ

とができない」という格言がある。 

この格言のように、習主席が指導する中国共産党は、まさに戦略の失敗を戦術で補おうと

しているが、それは飽くまで小手先の弥縫策あるいは戦術的修正に過ぎず、戦略・政策の根

本的見直しや抜本的転換には繋がっていない。 

 

〇ウクライナ戦争以降も台湾の武力統一は不変  

－中国の台湾侵攻の決意を過小評価してはならない－ 

 

 中国は、ウクライナ戦争を注意深く観察・研究しているが、ロシア軍の残虐非道さに対す

る非難や莫大な人的・物的損失、国際社会からの孤立化などを見ても、習主席が内外に向け

公言している以上、台湾の武力統一の考えは変わらず、それゆえ、中国の台湾侵攻の決意を
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過小評価してはならないのである。 

 

ウクライナに対し世界中が糾弾する戦争を仕掛けたロシアのプーチン大統領と中国の習

近平国家主席の思想・行動は、随所に共通点・類似点が見られる。 

プーチン大統領は「ウクライナは（ロシア）固有の歴史、文化、精神的空間の一部」と

主張し、習近平国家主席は尖閣諸島、台湾、南シナ海を中国のものと主張し、それぞれ一

方的に「力による現状変更」を試みている。 

また、プーチン大統領は「大ロシアの復活」を掲げたソ連復古主義者であり、習近平国家

主席は「中国の夢」としての「中華民族の偉大な復興」を掲げた毛沢東復古主義者である。 

 

いずれも、戦後、日米欧を中心に自由、民主主義、人権、法の支配を共通理念として形成

してきた国際秩序に対し、独裁体制の下、専制主義・強権主義の立場から現状変更の挑戦状

を突き付け、自らが描く独善的な世界観で冷戦後の国際地図を塗り替えようとしている。 

まさに「民主主義対専制主義」の対立によって東西冷戦の再来を彷彿とさせているようで

あり、世界を再び大戦の危機に陥れている。 

 

ロシアのウクライナ侵攻後の３月９日・１０日、米議会下院の軍事委員会でロシアのウク

ライナ侵略が中国の台湾侵攻計画に与える影響等に関する公聴会が開かれた。そこで、中国

専門家のイーライ・ラトナー国防次官補（インド太平洋安全保障担当）、ジョン・C・アクイ

リーノ太平洋軍司令官、ウィリアム・バーンズ中央情報局（CIA）長官及びスコット・ベリ

ア国防情報局（DIA）長官がそれぞれ証言した。 

彼らは、異口同音にロシアのウクライナ侵攻の国際法違反、非人道性に対する批判及び経

済制裁強化の必要性について発言した。 

その上で、中国がロシアのウクライナ侵攻を注視していることから、その行動に与える影

響を指摘しつつも、台湾の武力統一の考えは変わらず、その決意を過小評価してはならない

と指摘した。そして、米国の協力と台湾独自の努力によってその防衛力を高め、これを支え

る西側社会の結束した取組みがあれば、中国に対する抑止力を強化することが出来ると説

いている。 

 

言うまでもなく、中国の主敵は米国であることから、ウクライナ戦争における米国の直接

軍事不介入の決定について、これを合理的判断と見るか否かによって中国の対応は大きく

変わる。もし、米国を「弱腰」と見做せば、中国は台湾に対し一層攻撃的になる可能性があ

る。 

 

 今後中国は、ウクライナ戦争の危機に乗じて、米国を努めて欧州に釘付けし、インド太平

洋への関与を弱めようとするであろう。さらに、米国のインド太平洋関与をめぐり地域諸国

https://www.epochtimes.jp/keyword/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%85%B1%E7%94%A3%E5%85%9A/index.html
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に揺さぶりをかけ、特に台湾の人々に米国の軍事介入の決意を疑わせるようウクライナ戦

争を利用するであろう。 

 

中国は、「接近阻止・領域拒否（A2 / AD）」戦略や「一帯一路」構想に基づき、グロー

バルな覇権拡大を目指しており、特にインド太平洋地域を焦点に、一貫して「力による現

状変更」の試みを実現しようと妥協なく且高圧的な姿勢で軍事活動を拡大・活発化させて

いる。 

そのため、ウクライナで起きたことは、当該地域で民主主義陣営の第一線に立つ日本や

台湾及びその周辺地域でも現実に起こり得ると考えなければならない。 

そして、こうした懸念は、今後一層強まる一方と見ておくべきである。 

 

ウクライナ戦争は、「力の信奉者（往々にして独裁者）には、力以外のものは説得力を持

たず、いかなる経済制裁も外交による平和的解決の訴えも侵略者の行動を抑止することは

できない。そして、抑止が崩れた時に的確に対処できない軍事力は張子の虎に過ぎない」こ

とを示した。 

 

日本は、年内を目標に国家安全保障戦略等戦略３文書を見直すに当たり、急変悪化する国

際安全保障環境の先行きを見極め、より現実的・具体的で実効性ある体制を速やかに構築し

なければならない。 

 

この際、北朝鮮の核ミサイル戦力の強化や、北方領土問題を抱える日本にとってロシアの

ウクライナへの軍事侵攻などの事態は決して無視できない脅威であるが、あくまで「中国が

最大の脅威」であることを前提条件としておくべきである。 

 

その上で、まず、今後予測される国家非常事態に臨み、今こそ「国防なき憲法」下の戦

後体制を克服し、国家百年の計として、防衛力を飛躍的に増大し、祖国防衛の決意を内外

に向けて明確に示す時である。 

 

同時に、日米同盟を基軸とし、クアッド（Quad）やオーカス（AUKUS）を背景に、日

米台 3ケ国の連携メカニズムを構築し、同盟国や友好国による周到な安全保障ネットワー

クの整備・強化に邁進しなければならない。 

 

このようにして、ウクライナ戦争と同じことをインド太平洋、なかんずく東アジアで起

こさせないよう、中国の軍事的冒険に対する抑止力・対処力を強化し、断固わが国を守り

抜く国家安全保障・防衛体制の早期確立に注力することが望まれる。 


